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本研究の背景

『令和５年度障害者雇用実態調査』 https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_39062.html

45歳以上の従業員が占める割合を

障害種別等ごとに比較すると、

身体障害者は高く

知的障害者・発達障害者は低い
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本研究の目的

障害のある労働者の経年的変化により事業主が直面する課題

や業務への影響のほか、その対応として実施される配慮の実態と

効果等を把握するとともに、中高年齢層の障害のある労働者の

活躍を推進する上での雇用継続支援やキャリア形成支援等の

喫緊の政策課題について、総合的な検討を行うための知見を

提供すること
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調査研究活動

研究委員会

2023～2025年度に計８回開催、Web会議形式で実施

職業リハビリテーション、障害福祉に加え、経営学、労働衛生、

老年社会学、産業保健、産業社会学等の関係者が委員

以下の研究設問についての分野横断的な検討

・ 中高年齢等障害労働者の職業的課題にはどのようなものがあるのか？

・ 経年的変化に伴い生じる職業的課題に対し、中高年齢等障害労働者や

 事業主はどのような対応を行い、雇用継続を実現しているのか？

・ 経年的変化に伴い生じる職業的課題の発生を、中高年齢等障害労働者や

事業主はどのように予防しようとしているのか？

・ 障害のある労働者のキャリアを形成するために、中高年齢等障害労働者は

どのような支援を求めており、事業主はどのような支援を行っているのか？

Q

35歳以上の障害のある労働者

Q

Q

Q
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インタビュー調査

どのような流れで職業的課題が関係者に共有され、

どのような支援体制が構築されてどのような対応が行われたの

か、取組の詳細を把握

2024年８月～2025年２月、オンライン又は対面形式で実施

事業所10所、障害のある労働者９人、障害者就業・生活支援

センターの職員 １ 人に半構造化インタビュー

➤ 詳細は次スライド事業所調査・障害者調査

障害者就業・生活支援センターへの調査

中高年齢障害者の職業的課題を包括的に把握

2023年７月～８月、Webフォームで実施

無作為抽出した169所に調査依頼、77所が回答（回収率：45.6%）



5

事業所調査・障害者調査の概要

中高年齢等障害労働者の雇用管理

状況、課題が見られる者への支援

状況の把握

目 的

中高年齢等障害者の就労継続及び

キャリア形成に関する課題と

支援ニーズの把握

2 0 2 4年  4月中旬  ～  5月末調査時期

障害者を1名以上雇用している企業

＋特例子会社全社（合計10,000社）協力依頼

事業所調査対象企業10,000社、

障害者就業・生活支援センター

及び就労定着支援事業所1,848所

35歳以上の障害者を

最も多く雇用している事業所の

障害者の雇用管理業務担当者

 948件の回答（回収率：9.5%）

回答者

2024年4月1日時点で35歳以上

の雇用されている障害者

 1,232件の回答

事業所調査 障害者調査



一般の事業所

87.7%

特例子会社

9.2%

就労継続支援A型事業所

0.4%
無回答

2.7%
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回答事業所の特徴事

33.8 

14.5 

11.8 

7.9 

7.7 

3.7 

3.6 

2.6 

2.1 

2.0 

1.9 

1.6 

1.2 

1.2 

0.5 

0.5 
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0 5 10 15 20 25 30 35 40

製造業

サービス業（他に分類されないもの）

医療、福祉

卸売業、小売業

建設業

運輸業、郵便業

農業、林業

情報通信業

複合サービス事業（協同組合等）

金融業、保険業

宿泊業、飲食サービス業

教育、学習支援業

学術研究、専門・技術サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

漁業

不動産業、物品賃貸業

分類不能の産業

電気・ガス・熱供給・水道業

その他

無回答

約 ３ 割が「製造業」「一般の事業所」が約 9 割 

(%)

n = 948

n = 948
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回答事業所の特徴事

事業所の規模は「40～99人」が最多、100人未満の事業所が約 5 割（52.5%)

企業全体の規模は「100～299人」が最多、300人未満の企業が約 6 割（58.4%）

(%)

(%)

n = 948

n = 948



20.7

15.8
17.5

18.9

13.5

8.8

2.4
1.4 1.1

0

5

10

15

20

25

35歳以上
40歳未満

40歳以上
45歳未満

45歳以上
50歳未満

50歳以上
55歳未満

55歳以上
60歳未満

60歳以上
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70歳以上 無回答

(%)
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回答者の特徴障

約 7 割が 35 ～ 55 歳未満

3.2
6.7

1.5

24.2

15.5

9.0

32.5

17.1

3.2
6.1

1.9
0
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40

視覚障害 聴覚障害 音声・

言語障害

肢体

不自由

内部障害 知的障害 精神障害 発達障害 高次脳

機能障害

難病 無回答

(%)

精神障害が最多で約 3 割、肢体不自由、発達障害、内部障害が 1 ～ 2 割台前半

n = 1232

n = 1232

72.9％



職業的課題にはどのようなものがあるのか？事

n = 865 （複数回答）

(%)

支援・配慮を実施した中高年齢等障害労働者が在籍している事業所は約 ２ 割

支援・配慮が必要になった年齢は知的障害と精神障害は身体障害よりも若い傾向
(%)

経年的な変化により、
今までできていた
ことができなくなっ
たために、何らかの
支援や配慮を実施
した従業員の在籍
状況は？

（上記設問で「現在又は過去に
在籍」と回答した事業所に対し、
当該従業員を最大３名想定）

その従業員に支援や配慮
が必要になった年齢は？

9
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職業的課題にはどのようなものがあるのか？事

支援・配慮が必要になった課題の主たるものは｢健康管理｣、｢労働能力・生産性｣

49.0 

47.2 

30.3 

18.3 

3.8 

7.2 

5.5 

0 20 40 60

健康管理

労働能力・生産性

労働条件

（雇用形態、賃金、労働時間、勤務場所、職務内容等）

職場の人間関係

（キーパーソンの変化を含む）

就労選択

（就労先、就労系障害福祉サービスの利用意向、転職・退職

に関する相談を含む）

その他

無回答
n = 290 （複数回答）

(%)
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職業的課題にどのように対応しているのか？事

課題への対応の主たるものは｢健康管理に関する配慮｣、｢就業時間や柔軟な休暇

の取得に関する配慮」、「同じ部署内での業務内容の見直し｣

44.1 

43.4 

40.0 

31.7 

30.0 

23.8 

17.6 

7.6 

2.1 

6.6 

0 10 20 30 40 50

健康管理に関する配慮

就業時間や柔軟な休暇の取得に関する配慮

同じ部署内での業務内容の見直し

コミュニケーション・相談に対する配慮

労働条件に関する配慮（雇用形態、賃金、勤務場所等、時

間的配慮と職務再設計を除く）

職場内外の物理的環境・設備の整備

他部署への配置転換

職場の人権対策に関する配慮（障害についての理解促

進、差別禁止や合理的配慮に関する周知・啓発、等）

職業能力の開発

その他

(%)

n = 290 （複数回答）
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職業的課題にどのように対応しているのか？事

対応に際し、職員、専門家、支援機関の支援を受けていない事例が約半数

n = 290 （複数回答）

(%)
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課題の発生をどのように予防しているのか？

課題発生時に職場の上司などに相談した者は職場からの対応を受けやすい

障

51.0

38.2

34.3

32.8

30.4

21.1

19.6

13.2

9.8

6.4

5.4

4.9

2.0

18.4

15.5

16.7

16.7

15.8

8.4

8.6

4.8

34.1

2.9

7.9

5.7

1.9

0 10 20 30 40 50 60

一緒に働く上司や同僚に、あなたの状況を説明し、

サポートするよう理解を求めた

仕事の内容についてあなたと定期的に（毎年など）相談・面接した

仕事に取り組みやすい環境、設備を整えた

担当する仕事の内容を取り組むことができるものに変えた

あなたが希望すれば昼休みや中休み以外に休憩を取ったり、

通院するための休みを取れるようにした

働く時間を少なくした

体調・健康状態を確認し、健康でいられるようアドバイスをした

仕事の効率の良い取り組み方や上司や同僚とのコミュニケーションについて

関係機関やジョブコーチなどのサポートを受けられるようにした

特に対応はなかった

関係機関（就労支援機関や病院、グループホームなど）が参加する

会議を開いて解決策を話し合った

その他

これまで担当したことがない仕事に必要な技能や知識を

教えたり、訓練したりした

無回答

（％）

相談した (n=204)

相談しなかった (n=419)
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職場のソーシャル・キャピタルの形成が予防の鍵障

■ ソーシャル・キャピタルとは、グループ内またはグループ間

 での協力を容易にする共通の規範や価値観、理解を伴った

 ネットワークのこと

■ 「経年的変化に伴い職業的課題が発生した際に迅速かつ効果 

的な対応につながる職場」と「中高年齢等障害労働者が周囲

  の協力をお願いしやすい職場環境であること」の関連を見る

ため、「職業的課題への職場の対応状況」と「職場のソーシャ

  ル・キャピタル」(日本版職場のソーシャル・キャピタル尺度により測定)

の関連を分析
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■ 日本版職場のソーシャル・キャピタル尺度（Eguchiら, 2017）に

 の設問（①～⑥）に対する各回答が占める割合
Psychometric assessment of a scale to measure bonding workplace social capital. PLoS ONE 12(6): e0179461.

尺度の設問（①～⑥）

高群. （n=241）

低群. (n=196)

(%)

得点の分布
高群：

得点の平均値及び標準偏差の合計よりも

得点が上回った者

低群：

平均値から標準偏差を引いた値よりも得点

が下回った者
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職場のソーシャル・キャピタルの形成が予防の鍵障

45.6

35.6

28.9

25.6

25.6

22.2

16.7

15.6

7.8

6.7

3.3

13.3

1.1

20.3

9.0

14.3

18.0

10.5

6.8

3.8

10.5

7.5

2.3

5.3

40.6

1.5

0 10 20 30 40 50

一緒に働く上司や同僚に、あなたの状況を説明し、

サポートするよう理解を求めた

仕事に取り組みやすい環境、設備を整えた

仕事の内容についてあなたと定期的に（毎年など）相談・面接した

担当する仕事の内容を取り組むことができるものに変えた

あなたが希望すれば昼休みや中休み以外に休憩を取ったり、

通院するための休みを取れるようにした

体調・健康状態を確認し、健康でいられるようアドバイスをした

仕事の効率の良い取り組み方や上司や同僚とのコミュニケーションについて

関係機関やジョブコーチなどのサポートを受けられるようにした

働く時間を少なくした

その他

関係機関（就労支援機関や病院、グループホームなど）が参加する

会議を開いて解決策を話し合った

これまで担当したことがない仕事に必要な技能や知識を

教えたり、訓練したりした

特に対応はなかった

無回答

高群 

(n=90)

低群 

(n=133)

(%)

職場のソーシャル・キャピタルが高く認識されている場合、パフォーマンス低下時

に職場からの対応を受けやすい

は、「統計的有意差」がある項目
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どのようなキャリア形成支援を実施しているのか？

事業所ではキャリアカウンセリングを中心に支援を実施している傾向。

一方、障害者のニーズとは乖離している項目も多い。

25.2 

21.5 

4.0 

25.8 

9.1 

6.4 

38.4 

3.9 

0 10 20 30 40 50

スキルアップ研修

自己啓発のための支援

マネープランニング研修

目標管理制度

職業能力の定期的なアセス

メント

キャリアプランニング研修

キャリアカウンセリング

メンター制度

(%)

39.2

36.1

36.0

32.9

28.7

28.4

27.4

25.5

37.4

33.7

37.9

31.1

28.9

27.3

25.0

25.5

0 10 20 30 40 50

スキルアップ研修

自己啓発のための支援

マネープランニング研修

目標管理制度

職業能力の定期的なアセス

メント

キャリアプランニング研修

キャリアカウンセリング

メンター制度

(%)

パフォーマンス低下未経験群 (n=595)
パフォーマンス低下経験群 (n=623)

n = 865 （複数回答）

事 キャリア形成支援の実施状況キャリア形成支援のニーズ障
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中高年齢等障害労働者が求めるキャリア形成支援障

「働き続けるため」「社会とつながるため」の環境づくりへのニーズが約３～４割

44.0

43.3

29.0

26.9

24.9

24.6

22.0

9.7

8.2

4.1

0 10 20 30 40 50

今勤めている会社の定年年齢を引き上げたり、

定年になっても再び雇ってほしい

高齢でも雇ってくれる会社が増えてほしい

障害者も利用しやすいシルバー人材センターを

つくってほしい

定年で仕事をやめても地域の人々と交流できる

居場所がほしい

職場で自分が成長できる経験を積むことができ、

会社の役に立ち続けることができるような

キャリアプランを会社や支援者と共有したい

会社で働きながら、経験したことのない 仕事についての

技能・知識を学ぶことができる仕組みをつくってほしい

体に支障 があっても働きやすい職場にしてほしい

（掲示物の文字を大きくする、 雑音を少なくする、

スロープや自動ドアを設置するなど）

就労継続支援A型事業所の年齢制限をなくしてほしい

その他

無回答

（％）

n = 1232 （複数回答）
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事例集

『取組事例から学ぶ「中高年齢障害者の雇用継続・キャリア形成支援」のポイント』

経年的変化に伴う困りごとへの対応事例を整理し、取組のポイントを紹介
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事例集

『取組事例から学ぶ「中高年齢障害者の雇用継続・キャリア形成支援」のポイント』

加齢による機能低下だけでなく、家庭・職場環境の変化も複合的に影響
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本研究の成果と限界

成 果

中高年齢等障害者の職業的課題に対し、事業主による勤務時間

の調整や職場環境の整備等の対応がどのように実施されている

かなどの実態が明らかに

「職場のソーシャル・キャピタル」が高く認識されている職場は、

課題の早期発見と効果的対応を促進する可能性を示唆

限 界

Web調査は、特定の障害種類やデジタルリテラシーの高い層に

回答が偏る可能性

インタビュー調査では、知的障害や聴覚障害の事例が不足
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本研究の成果物

研究成果の詳細は、こちらの資料にまとめています。

二次元コードからご確認いただけます。ぜひご覧ください。
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